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自治基本条例についての基本的な考え方（H25.6.2６） 

【基本的な考え方】 提言の理由等 

名称 

 茂原市民でまちづくり条例 

 茂原市自治基本条例 

・名称については、「茂原

市民でまちづくり条例」の

ほうがいいのではないかと

いう意見がありました 

前文 

茂原市は、基本理念を「まもり・そだて・つたえよう

―人・自然・文化のかがやき」とし、目指すべき将来都

市像を「ゆたかなくらしをはぐくむ自立拠点都市もばら

～人・自然・文化の『共生』と『共創』をめざして～」

と掲げ、バランスのとれた産業構造と恵まれた生活環境

など、個性をより伸ばし、魅力あるまちづくりを進める

としています。 

まちづくりの推進にあたっては、市民相互間はもとよ

り、市民と行政、さらには企業等との役割分担の下で、

「自分たちの暮らす茂原の人・自然・文化について自ら

考え、自ら参加し、ともに創りあげていく」というパー

トナーシップの精神を基本とした「共生」と「共創」の

まちづくりを進めていくとしています。 

まちづくりは、市民一人ひとりが自ら考え、行動する

ことによる「自治」が基本です。 

わたしたち市民は、「情報共有」の実践により、この

自治を「協働」で実現することを目指して、ここに茂原

市のまちづくりの理念を明らかに市、日々の暮らしの中

でよろこびを実感できるまちをつくるため、この条例を

制定します。 

・前文では茂原市の歴史

や地理、産業などのほ

か、地方分権、人口問

題、市民自治などの制定

理由を述べます。 

第 1 章 総則  

（目的） 

第 1 条 この条例は、茂原市のまちづくりに関する基

本的な事項を定めるとともに、市及び市民の権利と

責任を明らかにし、自治の仕組みを制度として定め

ることにより、茂原市独自の自治の推進及び確立を

目指すことを目的とします。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

（条例の位置付け） 

第 2 条 この条例は、茂原市の自治の基本を定めるも

のであり、市民及び市は、この条例を遵守し、この

条例に定められた役割、責務などに従い、自治を推

進します。 

２ 市は、他の条例、規則などの制定改廃にあたって

は、この条例に定める事項との整合性を図ります。 

 

（定義） 

第 3 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意味は、当該各号に定めるところによります。 

（１）市民 市の区域内に居住し、通勤し、または通

学する個人及び市の区域内において事業または活

動を行う個人または法人その他の団体を言います。 

（２）市 市長その他の執行機関（教育委員会、選挙

管理委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、

監査委員）を言います。 

（３）市民自治 自らの地域をよくするために、自分

たちで考え、まちづくりの決定に関不し、行動して

いくことを言います。 

（４）まちづくり 誰もが住み続けたいと思う、魅力

あふれる豊かな茂原市にしていくための、あらゆる

活動及び事業を言います。 

（５）地域コミュニティ 互いに助け合い、人にやさ

しい地域社会、豊かな暮らしを築くことを目的とし

て自主的に結ばれた自治会、NPO 法人、ボランテ

ィア団体など多様な組織を言います。 

（６）協働 市民、議会及び市が、それぞれの役割及

び責務のもと、お互いの自主性及び自立性を尊重

し、十分な協議と理解のうえ、目的を共有し、対等

な立場で提携し、協力して活動することを言いま

す。 

（７）参加 市民は、まちづくりに積極的に加わるだ

けでなく、市及び議会の政策・立案やその実施ある

いはその評会について意見を述べ、行動に加わるこ

とを言います。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

（まちづくりの基本原則） 

第 4 条 市民が主体となり、まちづくりを推進するた

めの基本原則を次のとおり定めます。 

（１）市民参加の原則 

（２）協働の原則 

（３）情報共有の原則 

 

第２章 市民参加のまちづくり  

（市民の権利） 

第 5 条 市民は、まちづくりの主体として、まちづく

りに参加する権利を有しています。 

２ 市民は、市議会及び市が保有する市政に関する情

報について、知る権利を有しています。 

３ 市民によるまちづくり活動は、自主性と自立性が

尊重され、保障されなければなりません。 

・従来のまちづくりは、行

政が主体となり、市民は

サービスを受けるだけの存

在として位置づけられるこ

とが尐なくありませんでし

た。しかし、まちは市民が

自ら主体となってつくるも

のであり、この条例で改め

て市民にはまちづくりに参

加する権利と役割（責

務）があることを明確にし

ました。 

（市民の役割） 

第 6 条 市民は、まちづくりの主体であることを自覚

し、積極的にまちづくりに参加するよう努めます。

ただし、その参加を強制されることがあってはなり

ません。また、参加しなかったことに対して丌利益

を被りません。 

２ 市民は、参加にあたっては、自らの発言と行動に

責任を持つように努めます。 

 

（参加の機会の保障） 

第 7 条 市は、まちづくりの計画・実施・評価の各段

階において、市民が提言や意見を出しやすく、参加

しやすい多様な機会を提供します。 

２ 市は、多様な方法を用いて市民の意見や提言を求

め、これを市政の運営に反映するよう努めなければ

なりません。 

 市は、市民参加の機会を市民が等しく得ることが

できるよう、パブリックコメント手続、意見交換

会その他の市民参加のための適切な措置を講ずる

よう努めなければなりません。 

・現状では、活動団体や

行政が参加する場を用

意しても、参加する市民

が尐ないのが現状です。

市民に伝える仕組みや手

法の改善が望まれます。 

・市民参加を推進するた

めに、ホームページやモニ

ター制度、市民塾等の仕

組みや手法を積極的に

取り入れることが必要で

す。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

 市は、市民が市政に参加しやすい環境の整備に努

めなければなりません。 

 市は、市民参加により提出された意見、提案等に

ついて、多角的かつ総合的に検討した上で、市政

に反映させるよう努めなければなりません。 

（子どもの参加の機会の保障） 

第 8 条 市民及び市は、子どものころから自らのまち

に愛着を誇りを持つよう、子どもが参加しやすいま

ちづくりの機会を設けるよう努めなければなりま

せん。 

・次世代を担う子どもたち

が、まちづくりに関心を持

ち、責任を持って活動す

るようになることが望まれま

す。 

（総合計画等） 

第 9 条 市は、総合的かつ計画的なまちづくりを行う

ため、総合計画を策定し、その実現を図ります。そ

の策定および実施にあたっては、中長期的な視野に

立ち、人口の推移や財政の見通しと整合性を図るも

のとします。 

２ 市は、他の重要な計画の策定にあたっては、総合

計画との整合を図らなければなりません。 

３ 市は、総合計画および他の重要な計画の策定に際

しては、市民が参画するために必要な措置を講じな

ければなりません。 

４ 市の政策は、法令の規定によるもの、緊急を要す

るもの又は著しい社会情勢の変化によるものを除

き、総合計画に根拠を有するものでなければなりま

せん。 

5 市長は、総合計画に基づく事業について、適切に

進行管理を行い、その状況を市民に公表しなければ

なりません。 

地方自治法の改正によ

り、地方自治体には総合

計画の策定義務がなくな

りましたが、総合的かつ計

画的なまちづくりのために

は総合計画の策定が必

要と考えます。その根拠を

この自治基本条例に置く

とともに、市民参画による

計画策定、適切な進行

管理を明確に位置づける

必要があると考えます。 

まちづくりの基本理念や

体系ごとの施策を位置づ

けた総合計画が存在する

一方で、市長が選挙で掲

げるローカルマニフェストが

あります。両者の整合性

を図り、柔軟性のある運

用を図る必要があります。 

（意見等の公募） 

第 10 条 市は、まちづくりに関する重要な計画の策

定や政策等の実施および変更等を実施しようとす

るときは、その検討過程において、パブリックコメ

ントなどの適切な方法により市民の意見等を公募

するとともに、その意見を尊重しなければなりませ

ん。 

市政の方向を定めようと

するときには、特に広く市

民の意見を反映させる手

立てが必要です。 

パブリックコメント手続の

意義は、「一定の政策の

決定に対して市民参加を

行政機関に義務付けるこ

と」、「意思形成過程情
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

２ 市長は、情報公開、意見公募等の仕組みの充実に

努めるとともに、その結果を市民に分かりやすく公

表するよう努めなければなりません。 

報として情報公開の非対

象とされてきた条例や計

画などの重要な政策の案

について、請求されるまで

もなく公表されること」、

「従来の縦覧制度等と異

なり、提出された意見に

対する行政機関の考え

方や意見を参考に、案を

修正した内容などを広く

公表すること」などが必須

となることにあります。 

第 3 章 協働  

（協働によるまちづくり） 

第 11 条 市民、市及び市議会は、地域内の様々な公

共的課題を解決していくため、それぞれの役割を認

識し、互いを対等なものとして尊重しながら、協力

してまちづくりに取り組むものとします。 

２ 市は、協働によるまちづくりを効果的に推進する

ための制度の整備を行います。 

 市長は、まちづくりにおける課題解決のため、総

合計画に基づく事業を実施するにあたり、市民に

参画の機会を開き積極的な協働を推進しなければ

なりません。 

 市民および市は、適切な役割分担の下、地域の課

題を解決するため、互いの自主性および特性を尊

重し、対等の立場で連携し、又は協力するよう努

めます。 

 市民は、自らの自由な意思に基づき、地域の課題

を解決するため、対等の立場で相互に連携し、又

は協力するよう努めるものとします。 

 市民、市議会および市長等は、ともに協働の観点

から総合計画に基づくまちづくりの課題を共通認

識し、それぞれの役割で力を発揮し、協力してま

ちづくりに取り組むとともに、協働を推進する環

境の整備を行うものとします。 

 市民、市議会および市長等は、協働を一層推進す

るため、市民活動団体や企業など多様な主体との

・厳しい社会情勢や市民

ニーズの多様化などを背

景に、これまでの行政主

導によるまちづくりでは、地

域の特性を生かした個性

豊かなまちづくりを進めて

いくことが難しくなっていま

す。そこで、そこに暮らす

人々が本当に望むまちを

つくっていくためには、市民

参加によるまちづくりがどう

しても必要になっていま

す。 

・行政の役割は、新たな

公共サービスの担い手とし

て、自治会や NPO などの

市民活動団体と協力し

て、ともに地域の課題を

解決していく仕組みをつく

ることにあります。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

協働についてのガイドラインを策定するものとし

ます。 

第 4 章 市民自治の仕組み  

（まちづくりと地域コミュニティ） 

第 12 条 市民は、自治会、NPO、ボランティア団体

等の多様な集団（以下「地域コミュニティ」という。）

が、市民によるまちづくりの担い手であることを認

識し、積極的にその活動に参加するように努めるも

のとします。 

２ 地域コミュニティは、それぞれの特性を生かしつ

つ、連携し、協力し、市民によるまちづくりの推進

に努めるものとします。 

 地域コミュニティは、自主的および自立的に活動

するまちづくりの重要な担い手として、市民が安

心して、心豊かに暮らすことができる地域を自ら

形成していく役割を有します。 

 地域コミュニティは、地域住民相互の連携を促進

するとともに、地域の課題の解決に向けて市や

NPO 等と協働してまちづくりを行うよう努めま

す。 

 市民は、地域コミュニティが行うまちづくりに積

極的に参加し、活動することにより、これを守り

育てるよう努めます。 

 市は、地域コミュニティの役割を尊重するととも

に、その活動が促進されるよう、公益性を有する

個々の活動又は連携した活動に対し、必要に応じ

て支援を行います。 

・「地域コミュニティ」がまち

づくりの重要な担い手であ

るとの考えから、市民は

「地域コミュニティ」がまちづ

くりにおいて果たしている

役割を認識し、尊重する

とともに、積極的に参加

し、協力する必要がありま

す。 

地域コミュニティの再生・

自立を含むまちづくりを、

住民・住民組織など民間

と行政が協働で推進する

ための新たな拠点（組織）

の整備が必要です。 

協働のまちづくりの課題

を実現するためには、住

民・住民組織と行政がお

互いの力量や資源を活か

しつつ、それぞれの役割を

果たす必要があります。 

さまざまな部署で協働を

行っていますが、NPOやボ

ランティア団体などのグル

ープ同士の結びつきや連

携が不十分であるのが実

情です。協働をコーディネ

ートする部署が必要で

す。 

一方、自治体政策の重

要な部分すべてを民間に

任せるということはできない

ことから、こうした組織を行

政内部に置くことになれ

ば、住民組織の主体性や

行政との対等な関係を維

持することが難しくなること

に加え、分野横断的であ

るべき組織が行政の縦割

り機構のなかに埋没して

機能を発揮することは難

しくなります。これらのこと
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

から、この拠点は行政組

織の外に置かれるべきで、

さらに市民・市民活動・コ

ミュニティなどと行政がとも

に責任を持ち、対等な関

係で運営されなければな

らないと考えます。 

このような課題を実現す

る拠点は、それぞれの基

礎自治体ごとに、その全

域を対象として用意され

るべきであり、これを「協働

まちづくり推進拠点」と呼

びたいと思います。 

この協働まちづくり推進

拠点の形成にあたっては、

優れたNPOなどが地域に

存在し、コミュニティ支援

の能力を期待できる場合

は、その参画を前提に検

討することができますが、

茂原市ではこうした組織

が現存しているでしょうか。

また将来出現を期待出

来るでしょうか。 

茂原市の実態の即した

地域コミュニティを育成し

ていかなければなりませ

ん。議論を起こし、茂原

市らしい個性的な地域コ

ミュニティの育成が共通認

識されることが求められま

す。 

（地域コミュニティの支援・育成） 

第 13 条 市は、市民によるまちづくりを推進するた

め、地域コミュニティの主体性を尊重しつつ、その

自主性及び自立性を損なわない範囲で、積極的に地

域コミュニティの活動を支援するよう努めなけれ

ばなりません。 

２ 市は、市民や地域コミュニティに対して、まちづ

くりを進めるための学習及び相互交流などによる

人材育成の機会を提供します。また、多様な市民が

参加できる環境整備に努めなければなりません。 

・市は、市民や地域コミュ

ニティの活動に対して、活

発に活動できるように、環

境整備（活動場所の提

供、広報支援）や活動経

費の援助等の支援を行う

ことが必要です。 

・人材育成のための研修

を実施することで、意欲の

ある人を発掘し、活動す

るための能力を向上させ

ることができます。また、参

加者同士でコミュニケーシ
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

ョンがとれ、それぞれが所

属する団体の活動内容を

理解することができます。 

（地域におけるまちづくり） 

第 14 条 地域におけるまちづくりは、地域のことは

地域内の住民が自ら考え、実行できるようにするた

め、地域単位で「地域まちづくり協議会」を設置し、

まちづくりを進めます。 

２ 地域まちづくり協議会の構成員は、その地域に居

住する個人またはその地域で活動する自治会、地区

社協、長寿クラブ、NPO、ボランティア団体、民生

委員・児童委員などの団体とします。 

３ 市は、地域まちづくり協議会の設立と運営にあた

って、適切に役割を分担し、地区担当の職員を配置

するなどの支援を行います。 

・各地域の特色を生かし

た住民自治を進めるため

には、全市一律ではなく、

地域ごとに課題を自ら設

定でき、解決することがで

きる仕組みが必要です。 

・地区単位は、原則として

小学校区とするが、決定

については改めて協議す

るものとします。 

・地域まちづくり協議会

は、運営ルールを明確に

し、民主的な運営を行

い、そして特に役員は民

主的に選出しなければな

りません。 

・市は、地域まちづくり協

議会の自主性及び自立

性が十分に発揮されるよ

う、配慮しなければなりま

せん。 

（住民投票） 

第 15 条 市長は市政に関する重要事項について、住

民の意思を確認するため、住民投票を実施するもの

とします。 

２ 市長及び議会は、住民投票が実施された場合は、

その結果を尊重するものとします。 

３ 住民投票に付すべき事項、投票手続き、投票資格、

成立要件その他住民投票に関し必要な事項は別途

条例で定めるものとします。 

・住民投票は、議会によ

る間接民主主義を補完

し、また住民の総意を把

握するために有効です。 

・市長が市政の重要事項

について住民全体の意見

を聴くことは大切なことで

あり、住民はその意思を

表す機会でもあります。 

・重要事項とは、下記の

様な事項をさします。 

(1)財政基盤を揺るがす

様な事項。 

(2)市民全体の生活に重

大な影響を及ぼす様な事

項。 

(3)住民の意見が二分さ

れる様な事項。 

・住民投票の結果を市長

や議会が否定する場合も

考えられますが、住民投

票の結果と市長や議会の
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

判断(執行権、議決権)の

どちらが優先されるかは議

論の分かれるところです。 

・しかし、「住民の意思」と

云う地方自治の本旨から

すれば、住民投票の結果

は最大限尊重されるべき

です。 

・住民投票の投票権を有

する者の資格（年齢、国

籍等）をどう定義するか、

住民投票の成立、不成

立をどう定義するか、重要

事項とはや当事者の意見

表明権等の制度の詳細

については、市民の議論

を経て、条例で定める必

要があります。 

第 5 章 情報の共有  

（市政に関する情報の共有） 

第 16 条 市は、市政に関する情報について、市民と

の共有を図るため、次に掲げる措置を講じなければ

なりません。 

（１）市政に関する情報について、紙媒体やインター

ネットなどさまざまな手法を効果的に組み合わせ

て用いるとともに、図表等を用い、理解しやすい文

章を心がけるなど、市民に分かりやすく提供するよ

う努めること。 

（２）市民が容易に、かつ、等しく市政に関する情報

の提供を受けられるよう努めること。 

（３）審議会その他の附属機関及びこれに類するもの

の会議を公開すること。ただし、非公開とする合理

的な理由があるときは、この限りでない。 

（４）市が管理する情報の公開を求められたときは、

別に条例で定めるところにより当該情報を公開す

ること。 

 市議会及び市は、市政への市民の参加が促進され

るよう、市政に関する情報を分かりやすく、公正

に提供することにより、市民と情報を共有します。 

情報公開・情報共有

は、市民協働・市民参画

のまちづくりを進める上で

の大前提です。 

・市からの情報には、「情

報公開」と「情報提供」の

二面性があります。前者

は、市政に対する理解と

信頼を深めるため、求め

に応じて情報を公開する

ものであるのに対し、後者

は積極的に情報を提供し

ていくことにより、まちづくり

への関心を高め、市民参

画・市民協働を促すもの

であるという違いがありま

す。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

 市民は、まちづくりを進めるために、市民の持っ

ている有効な情報を提供し、市民・市議会・市で

適正に共有します。 

 市議会及び市は、市政について市民に説明する責

務を全うするため、求めに応じ、保有する情報を

適正に公開します。 

（個人情報の保護） 

第 17 条 市は、保有する個人情報について適正に管

理するものとし、その利用及び提供等にあたって

は、適切な保護措置を講じなければなりません。 

 

（説明責任・応答責任） 

第 18 条 市は、市政の計画立案、実施および評価の

各段階において、適切な方法により市民に分かりや

すく説明しなければなりません。 

２ 市は、市民から意見、提案、要望等（以下「意見

等」といいます）が積極的に提出されるよう、様々

な工夫をする必要があります。また、その意見等に

は、適切に応答しなければなりません。 

3 市長は、行政運営に関し苦情等があったときは、

速やかに状況を確認し、必要に応じて業務の改善そ

の他の適切な措置を講じるとともに、苦情等の内容

を取りまとめ、公表しなければなりません。 

協働を行うためには、意

見交換を行うことが必須

です。 

行政側から説明責任体

制が構築されない限り、

市民との信頼関係は築け

ません。総合計画の実現

のための各種事業の住民

への説明は、市民協働を

進める上で、さらに充実さ

せる必要があります。 

第 6 章 ひらかれた議会  

（議会の役割と責務） 

第 19 条 議会は、住民の直接選挙によって選ばれた

議員により構成される市の合議制による意思決定

機関であることから、市民の意思が市政に適切に反

映されるように努めるものとします。 

２ 議会は、市政の適正な執行を確保するため、行政

の監視、評価機能及び政策立案機能を果たすものと

します。 

３ 議会は、市民の議会への関心が高まるようにする

ために、積極的に啓発活動、広報活動に取り組むも

のとします。 

・議員は、住民の意思を

反映させるために、住民の

直接選挙で選ばれた者

（憲法第９３条第２項）

で、市町村は市民生活の

向上を図ることを基本とし

て、地域における行政を

自主的かつ総合的に実

施する役割を担う団体で

（地方自治法第１条の

２）、その実施する内容

は、市民の意思が反映さ

れた内容でなければなりま

せん。 

・議会はこの団体の議決

機関（法第９６条）で、事
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

務に関する書類及び計

算書を検閲し、報告を請

求し、当該事務の管理、

議決の執行及び出納を

検査することができ（法第

９８条）、調査のための強

い権限（法第１００条）を

与えています。 

・このことから、議会は市の

合議制による意思決定

機関であり、重要事項を

決定する権限とともに、執

行機関の監視及び牽制

評価する権限を持ってお

り、この機能を果たす必要

があります。 

・各種選挙の投票率を見

たときに、20 代から 40 代

の働き盛りの若年層の投

票率が特に低いことが見

て取れ、この年代層に対

する議会による啓発、広

報活動が求められます。 

・例えば、小、中学校の

児童生徒に議会の役割

等の重要性を説明する児

童向けの文書を配布する

などを通じて保護者への

アプローチを行ったり、小、

中学校のＰＴＡ等の会合

の席で市議会報告を行う

等の工夫をして、長い目

で取り組んでいくことが重

要です。 

（議員の責務） 

第 20 条 議員は、議員相互の自由な討議を活発に行

い、個別的な事案の解決だけでなく市全体の課題等

の調査研究を強化して、市民全体の生活向上を目指

して活動するものとします。 

２ 議員は、市民との意見交換や活動報告会等を行い

意思の把握に努めると共に、常に自己の見識を高め

るために努力し、市民の意見を実現するため議案を

提出するなど誠実に責務を遂行し、市民の代表者と

・議員は、市民の意思を

反映させるために、住民の

直接選挙で選ばれた者

（憲法第 93 条第 2 項）

で、選挙で選ばれた代表

者として、市民に対してそ

の活動を報告し、または

説明・対話を行い、市民

の意思を把握して活動す

る責務があります。 

・市民からの要望や選挙

公約は、実現させたことだ
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

してふさわしい活動をするものとします。 けでなく実現できなかった

事項は何故できなかった

かを含めて報告をすべきで

す。 

・また、議員は、議会の議

決すべき事件について、

議案の提出権（法第 112

条）があり、市政の課題

解決や市民要望の実現

のために、調査研究し自

己の知識を深め、政策立

案能力を高めることが求

められています。 

（議会に対する市民の権利） 

第 21 条 市民は議会の審議や議員の活動状況に関心

を持ち、議会の傍聴、議会報告会や公聴会などに積

極的に参加し、議会や議員が市民の意思を反映した

活動を行っているかの監視を行います。 

・市民の市議会に対する

関心度等の調査資料は

ありませんが、他市の議会

に関するアンケートによれ

ば、「議会に対する関心

度」は、「関心がある」と

「尐し関心がある」を合せ

ると５４～９６％、｢関心が

ない｣は４～４３％、「その

他」１８％です。 

茂原市における平成２１

年４月議会議員選挙の

投票率の５７．４８％や議

会の傍聴者数に現れてい

るように、住民の議会に対

する関心はあるものの行

動として現れていないこと

から、市民による議会や

議員の活動を監視すると

いう機能が十分果たされ

ている状況にはありませ

ん。 

市民が議会や議員の活

動状況を知ることは重要

であり、本会議・委員会

の傍聴、議会報告会や

公聴会などに積極的に参

加することが必要です。 

（市民の議会参加） 

第 22 条 議会は、予算や議決案件を審議する際は、

内容を深め充実させるとともに市民の意見を反映

させるために、一般公募市民、利害関係者や学識経

・議会が予算案や条例案

を審議する際に議会主催

の公聴会を開催すること

は、市民、利害関係者や

専門家等からの意見を聴
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

験者又は専門家の意見を聴取する機会として、議会

主催の公開による公聴会等を開催するものとしま

す。但し、審議会等での審議を経て答申された案件

は除くものとします。 

２ 議会は、審議し議決した内容や審議経過等を、自

ら市民に報告・説明する機会として、議会報告会を

開催するものとします。 

３ 議会は、市民等が提出する請願及び陳情等を審議

する際は、本会議若しくは委員会において、提案者

等が提案理由及び主旨を述べる機会を設けるもの

とし、その際に議員は、提案者に質問し、提案者は

その質問に答えるものとします。 

４ 議会は、請願及び陳情を審議し丌採択としたとき

は、提案者に対しその理由を付して通知するものと

します。 

き実情を把握し、市民の

意見を反映させるととも

に、議会内の議論を活発

にし内容を深め充実させ

て、市民の議会に対する

関心を高め市民参加の

促進になります。 

・但し書きについては、す

でに市民等の代表が参

加し議論がなされているこ

とから除くことにします。 

・議会が審議し決定した

内容や審議経過等を市

民に自ら報告・説明する

ことも議会に対する関心

を高め、市民参加の促進

になります。 

・請願権は憲法第 16 条

に定められた国民の権利

であり、議会に対する請

願（法第 124 条）及び陳

情（会議規則第 138 条）

は、提案者自らが提案理

由及び主旨を直接説明

し質問に答えることは、提

案主旨の背景を含めて正

確に説明でき、内容を理

解し議論や問題点を深め

ることにつながり、市民の

市政に対する関心も高ま

り、市民参加の推進につ

ながると考えられます。 

・不採択とした請願及び

陳情は、賛成者が尐数で

あったと云うだけでなく、議

会がどのように審議したの

かや、採択できない理由

を付して通知することによ

り、より開かれた議会運営

が期待できます。 

（議会情報の公開） 

第 23 条 議会は、市長が提出する議案について、次

に掲げる事項を記載した説明書類を添付させるも

のとします。 

（１）政策を必要とする背景 

・議会が提出された案件

を審議し判断する為に

は、現状や決定に至る経

緯等の行政が持っている

情報(行政情報)開示が

必要です。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

（２）提案に至るまでの経緯 

（３）他の自治体で類似する政策との比較検討 

（４）市民参加の実施の有無及びその内容 

（５）市民参加の実施の有無及びその内容 

（６）財源措置 

（７）将来にわたる効果及び費用 

２ 議会は、情報提供の実効性を高め、議会の説明責

任を果たすため、議会閉会後３０日以内に議事録を

公表し、速やかに議会だよりを発行します。 

３ 議会は、各議員の本会議や委員会における全ての

質疑内容や議案に対する賛否を公表するものとし

ます。 

・具体的には、争点情報

（解決すべき課題を整理

し、策定過程での争点や

議論の内容等）、基礎情

報（地域特性を表わす統

計資料や財務状況等）、

専門情報（個別課題解

決のための技術情報）等

です。 

・本会議や委員会の会議

や議事を公開し、自らの

決定内容や審議状況を

広報するなど、積極的に

情報の公開を行い、より

市民に開かれた議会運

営が必要です。 

・そのためには、議事録は

できるだけ早く公表するこ

とが求められ、議会閉会

後 30 日あれば議事録の

調製は可能であると思わ

れます。 

・また、議員の全ての質疑

内容や議案に対する賛

否を公表することよって、

議会への関心が高まり市

民が議員の活動状況を

知り活動の評価をすること

ができ、議会がより市民に

近い存在となります。 

（議事の公開） 

第 24 条 議会は、本会議、委員会等の会議を公開し、

審議経過、議決の内容、政策の争点や政策効果等の

情報を積極的に公表し、開かれた議会運営を行うも

のとします。 

２ 議会は、傍聴しやすいような日、時間の設定や新

しいメディアの利用等、開かれた議会運営に努める

ものとします。 

・法第 115 条では「議会

の会議はこれを公開す

る。（原則公開）」と規定

しており、これは市民の多

様な意思が予定どおり議

会に反映されているかどう

かを知らせ、公正な議会

運営の状況を市民が監

視することを目的として規

定されたものです。 

・その具体的内容は、「傍

聴の自由」、「議事録の

公開」と「報道の自由」

で、議会は市民に対する

責任を果たす必要があり

ます。インターネット中継
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

等のメディアの利用、土曜

日、日曜日等や平日夜

間の議会開催など、多様

な検討を行う必要があり

ます。 

第 7 章 行政運営の基本原則  

（市長の役割と責務） 

第 25 条 市長は、市民の目線に立ち、住みよいまち

の実現のため、市民との協働の推進、健全な財政運

営に努めるとともに、最小限の経費で最大限の効果

を挙げることができるよう、効果的・効率的で質の

高い市政を執行する責務を有します。 

２ 市長は、市政について市民に分かりやすく公表

し、市政の透明性を確保するよう努めなければなり

ません。 

3 市長は、市政の重要課題について、市民参画・市

民協働による課題解決のための活動等を支援する

ための支援制度を創設・運用するものとします。 

4 市長は、議会に政策研究および審議に必要な情報

を適切に提供するとともに、緊密で緊張感ある関係

を保ち、市政運営を行うものとします。 

5 市長は、社会経済情勢および市民ニーズの変化に

迅速かつ的確に対応することができるよう、適切な

定員管理と能力および適性に応じた職員の採用、登

用および配置に努めなければなりません。 

市長は行政組織を代

表、統括し、また、事務を

管理・執行する者であり、

本条例の趣旨を理解し、

先頭に立って実行するも

のでなければなりません。 

また、市の将来のビジョン

を示し、夢を語るべきであ

るという意見もありました。 

（執行機関・公営企業管理者の役割・責務） 

第 26 条 市の執行機関および公営企業管理者は、こ

の条例の趣旨を尊重し、その権限に属する事務事業

を自らの責任の下、公正かつ誠実に実行するものと

します。 

２ 市長は、他の執行機関と連携し、効率的で効果的

な組織運営を行うとともに、市民本位の市政の推進

を担うものとします。 

3 市は、国、県、その他地方公共団体と適切な役割

分担の下、相互に協力するとともに、地方分権を推

進するため、自立に向けて改革を推進します。 

本条例の運用にあたって

は、市長所轄の執行機

関だけでなく、他の執行

機関もその趣旨に沿った

運営が求められます。 

本条例の趣旨について、

国や県、その他地方公共

団体に理解を求め、意見

交換を行っていく必要があ

ります。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

（職員の役割と責務） 

第 27 条 職員は、まちづくりの主役が市民であるこ

とを理解し、市民とともにまちづくりを行う意欲を

持って、常に従来の方法にとらわれず、さまざまな

手法で誠実かつ効率的に職務にあたります。 

2 職員は、全体の奉仕者であることを自覚し、どの

部署に配置されてもプロ意識を持ち、心の伝わるコ

ミュニケーションに努めるとともに、市民の立場に

立って質の高いサービスの提供を行います。 

社会経済情勢の変化や

市民意識の変容に伴っ

て、自治体職員に求めら

れる役割が変容しており、

職員の意識変革を喚起

する必要があります。 

（職員の研修） 

第 28 条 市長は、これからの時代のために、職員の

総合的かつ専門的な政策形成能力と市民等との協

働に必要な資質の向上を図ることを目指して、人事

管理を通しての研修、派遣研修、自己研さんの奨励

などの機会を設けなければなりません。 

職員も市民も経験した

ことがない人口減尐・超

高齢化社会に突入する

時代においては、正解の

ないまちづくりの課題に果

敢に立ち向かう大勢の職

員の育成が必要であり、

この視点から専門職の育

成の記述が必要であると

いう意見もありました。 

（市政の自浄） 

第 29 条 職員は、市政の運営に関し違法又は丌当な

行為の事実があることを知ったときは、その事実を

市長又は市長があらかじめ定めた者に通報するも

のとします。 

２ 市長は、職員が正当な通報を行うことにより丌利

益を受けることがないよう、適切な措置を講じなけ

ればなりません。 

3 市長は、職員が政策の実施を故意に阻むまたは中

止するなどにより、事務事業が中止し、市民に丌利

益が及ぶことを防ぐため、必要な措置を講じなけれ

ばなりません。 

 

（行政組織の整備） 

第 30 条 市は、総合計画の実現および市民ニーズへ

の適切かつ迅速な対応を図るため、法令、条例、規

則及び予算に基づき、各種の事務事業を適正かつ適

確に執行するための組織体制を整備し、効率的な組

織運営を行わなければなりません。 
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

２ 市長は、市民ニーズに適切に対応した総合的な行

政サービスを行うため、組織の横断的な連携を図る

とともに、事務事業の遂行に必要な知識と能力を持

った職員の育成を行わなければなりません。 

（財政運営） 

第 31 条 市長は、市政の運営が現在および将来の市

民の負担の上に成り立っていることに鑑み、最尐の

経費で最大の効果を挙げるよう、費用対効果の高い

財政運営を行うとともに、中長期的な視野に立ち、

社会経済情勢や市民ニーズの変化に適切かつ迅速

に対応することができるよう、持続可能で健全な財

政基盤を確立しなければなりません。 

２ 市長は、予算の執行状況、財政状況の現状および

その予測について、インターネット等を活用し、複

式簿記でバランスシートを作成するなどの手法を

用いて、市民に分かりやすく速やかに公表しなけれ

ばなりません。 

3 市長は、総合計画に基づく事業実施にあたっては、

財政の健全性を確保し、中長期的な展望に立って予

算編成を行うとともに、計画的な財政支出をしなけ

ればなりません。 

財政状況の予測につい

ては、現在は行われてい

ません（3 か年実施計画

や基本計画の財政推計

のみ） 

複式簿記でバランスシー

トや収支計算書を作成

し、市民に分かりやすく公

表すべきという意見もあり

ましたが、公会計制度改

革の動向を見ながら、すり

合わせが必要です。 

（監査） 

第 32 条 監査委員は、財務に関する事務の執行およ

び経営に係る事業の管理を監査するほか、事務の執

行について監査（行政監査）するものとします。 

２ 監査委員は、監査方法の充実に努めるとともに、

その結果を市民に分かりやすく公表するよう努め

なければなりません。 

現在行われている監査

の位置付けは、「予算執

行や契約などの財務に関

する事務が適切に行われ

ているか、財産が適正に

管理されているかなど、市

民に代わりチェックする」と

されています。監査結果

はわかりやすく速やかに公

表される必要があります。 

（行政評価） 

第 33 条 市は、効率的かつ効果的な行政運営を行う

ため、総合計画および他の重要な計画に基づく政策

等の成果および達成度についての行政評価を実施

し、その結果を市民に公表するとともに、政策等の

改善に反映させなければなりません。 

現在の行政評価は、市

民に分かりにくく、その実

効性が疑問視されます。 

行政評価に外部評価の

仕組みを取り入れることは

画期的なことであり、条例

で論ずる必要があるものと

考えます。 

すでに事務事業の改善
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

2 市長は、評価しようとする政策等の特性に応じて、

市民および学識経験者による評価の仕組みを整備

しなければなりません。 

のために評価結果を利用

していますが、一次評価

は事業の担当者が作成

するなど、ほとんどすべての

職員が行政評価に関わっ

ていると考えられることか

ら、予算配分や人材育

成のための資料としても活

用できるとよいという意見

もありました。 

（政策法務等） 

第 34 条 市は、総合計画に基づく事業の実施や地域

の課題解決のため、地方自治の本旨に基づいて法令

を解釈し、これを適切に運用するとともに、条例、

規則その他の規定（以下「条例等」という。）を適

切に制定または改廃する手続きを行うものとしま

す。 

2 市長は、市の基本的な制度を定める条例、市民に

義務を課し、権利を制限する条例または市民生活も

しくは事業活動に直接かつ重要な影響を不える条

例の制定または改廃に着手するときは、その趣旨を

適切な方法で公表しなければなりません。ただし、

公表しないことについて合理的な理由があるとき

は、この限りではありません。 

地方分権一括法の施

行により、通達行政が廃

止され、地方自治体には

問題に最も近いところで

政策をつくること、政策の

実施方法を法的な言葉

で表現すること、計画―

実施―評価を自治体で

完結させることが求められ

ています。 

（行政手続） 

第 35 条 市は、市民の権利利益を保護するため、処

分、行政指導および届出に関する手続について、透

明かつ公正な行政手続を確保するとともに、根拠法

令、条例等に基づき、市民に分かりやすく説明しな

ければなりません。 

権限の行使については、

その根拠を明らかにすると

ともに、十分な説明が行

われることが必須です。 

第 8 章 実効性の確保  

（審議会の設置） 

第 36 条 本条例の実効性を確保するため、市長は独

立した審議会（以下｢審議会｣という）を設置するも

のとします。 

２ 「審議会」は、市民から公募により選ばれた者が

委員の過半数となるようにするものとします。 

・条例が市民、議会及び

行政機関により遵守、活

用され効果を発揮してい

るか等の評価を行い、より

良い条例とするための仕

組みが必要となりますの

で、独立した「審議会」を

設けます。 

・「審議会」の市民委員は
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【基本的な考え方】 提言の理由等 

 この条例は市における自治の基本的な規範であ

り、市民、市議会および市長等は、この条例を遵

守しなければなりません。 

 市議会および市長等は、他の条例、規則等の制定、

改廃および法令の解釈運用にあたっては、この条

例の趣旨を尊重しなければなりません。 

 この条例の実効性を確保する仕組みとして、「評

価のための市民委員会」（以下、「委員会」と表記

する）を設置します。 

 委員会には公募等により市民が参加し、市民自治

によるまちづくりが進展しているかどうかにつ

いて、市民の目線で見守り、評価し、その進展状

況を市民に公表するとともに、これらの評価を市

長に報告し、改善点を提言します。 

 市長は、この条例の内容を常により良いものにす

るために、社会経済情勢の変化に照らして、4 年

を目途に適宜見直しを行い、必要に応じて改正を

行わなくてはなりません。見直しおよび改正にあ

たっては、制定時と同じように市民が参画するも

のとします。 

公募とし、市民の主体性

を確保するため市民の代

表が過半数となる様に選

出します。 

（審議会の役割と責務） 

第 37 条 「審議会」は、条例や規則の本条例との整

合性の確認及び本条例の実施状況等の評価を行い、

その結果を市長に報告するものとします。 

２ 市長は「審議会」からの報告内容を市民に公表す

るものとします。 

３ 「審議会」は評価の結果、条例改正の必要がある

と判断した場合には、市長に対し改正の提言を行う

ものとします。 

・条例・規則の本条例と

の整合性の確認や、本条

例が市民、議会及び行

政機関により守られ、活

用されて効果を発揮して

いるか等の評価を「審議

会」が行い、その状況を市

民に知らせることが重要で

すので、評価結果を市長

に報告し、報告を受けた

市長は内容を市民に公

表します。 

・本条例が守られ活用さ

れるように内容を充実させ

良いものとしていくため、

「審議会」は条例の改正

の必要があると判断した

場合には、市長に対して

改正の提言を行うこととし

ます。 


